日系電子部品企業の競争優位 -ダイナミック・ケイパビリティとしての新製品開発– by 千島 智伸
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 3 号(2016)p.21-38 
21 
日系電子部品企業の競争優位 －ダイナミック・ケイパビリティとしての新製品開発－ 
 
日系電子部品企業の競争優位 
- ダイナミック・ケイパビリティとしての新製品開発– 
 
Competitive advantage of  
Japan’s Electronics Device Company 
- The Dynamic capabilities for the case of New Product Development– 
 
中央大学大学院 戦略経営研究科  
ビジネス科学専攻(博士後期課程) 
千島 智伸 
Summary 
The company's competitive advantage with technical advantage is explained by the need to overcome 
uncertain environment. The main purpose of this study are, to show the simple case study that what  
kind of mechanism Japan's electronics device company overcomes uncertain business 
environment based on technology view point, and to confirm the influence that Dynamic 
capability framework give to competitive advantages and Organizations resources 
 
Keyword 
Business Model, Competitive advantage, Electronics Device, Architecture , Dynamic Resource Capability 
Dynamic Strategy Capability, Transaction Cost Economics 
目 次 
 
Ⅰ．問題意識 
Ⅱ．先行研究 
1. 電子部品企業の新製品開発 
2. 製品アーキテクチャー論と戦略の連動性 
3. DC論 
Ⅲ. 分析手法 
1. 定性的実証研究 
2. 対象企業 
3. 分析アプローチ 
Ⅳ. 事例研究 
1. DRC(Dynamic Resource Capability)    
2. DSC(Dynamic Strategy Capability) 
Ⅴ. 含 意 
1. RQへの対応 
2. 競争優位構築メカニズム 
Ⅵ. 本研究の総括と課題 
注) 参考・引用文献 
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 3 号(2016)p.21-38 
22 
日系電子部品企業の競争優位 －ダイナミック・ケイパビリティとしての新製品開発－ 
Ⅰ. 問題意識 
 
企業の次世代製品開発や新興国市場の対応に注目が集まる中で、日本の製造業、いわゆる「もの
づくり企業」が戦略の転換を迫られて久しい。新宅・天野(2009)が指摘するように、新興国市場に
おいては、技術力やものづくり組織能力を活かすビジネスモデルと、事業環境を認識し資源や機能
を顧客の価値に転換できる戦略が必要となる。そうした経済グローバル化の進展と、技術革新のス
ピード化は、従来とは質の異なる環境変化をもたらす。とりわけ、市場や技術の変化で競争優位の
基準も変化した場合、そのような環境に対応する組織能力に、ダイナミックケイパビリティ(以下、
DC)がある。世界のエレクトロニクス産業を牽引していた 80年～90年代中頃の日本製造業は、安定
した市場環境における大きな需要を前提とした「高い品質と低いコストで効率良く多量生産を実現
すること」で、規模の経済をもって成長を遂げた。2000 年以降は、急激なビジネス環境変化と同時
に技術が多様化し、消費者ニーズを意識した製品造りに戦略を転換する必要性を認識することにな
る。小川・立本・新宅(2010)は、プラットフォームリーダーと呼ばれる企業は、単純に標準化プロ
セスを構築し決めるのではなく、新しい企業間の分業関係をデザインする事と主張している。急激
な環境変化に適応できず衰退した一部のセットメーカー1)とは対照的に、依然としてものづくり能
力が高い日系電子部品企業は、市場ニーズを満たす技術資源を絶えず更新し、競争優位が持続して
いる。このような、幾つかの日系電子部品企業に存在する競争優位を構築するメカニズムを明らか
にする事が、問題意識の根本となる。 
北川(2009)は、薄型テレビ企業や生活家電品の衰退原因に、技術強化に傾倒し特異な日本市場へ
順化し過ぎた為、グローバル化の弊害となったガラパゴス化を挙げている。これを脱却する為に、
新興国市場の生活者所得変化を勘案し、現地販売網を迅速に構築すべきとしている。逆に、グロー
バル市場で競争優位を獲得した企業は、設計された業務プロセスを積極的に放棄・変更するなど、
進出した消費地域に準じた業務プロセスを構築している。このような現象と類似し、Gilbert(2005)
は『組織の慣性についての研究』で、脅威への強い知覚が資源の頑強さを克服し資源配分の面で変
化への対応が進む一方で、収益獲得のあり方では変化が抑えられ組織運営が硬直化する点を指摘し
ている。又、延岡(2006)は、デジタル製品はアナログ製品と異なり、製品を構成する電子部品の機
能統合が進むと組立工程が簡素化し、部品同士のモジュール化 2)が形成される傾向が強いと主張し
ている。そうした過程では、消費者が機能に対する関心と価格に対する感度が共存する為、製品単
体の付加価値をどのように創出するかが問われてくる。 
グローバルビジネス環境において、技術改良が進み電子部品のモジュール化や機能統合など新製
品開発能力が高まると、ある時点で製品機能を繋ぐインターフェース設計 3)で、自社と他社の線引
きをどのように決めるかという製品構成に必要な条件が急激に変化する。こうした環境変化適応を
踏まえた事業戦略とリンクさせ、新製品開発マネジメント論を再考する動きがある。藤本(2002)は、
新製品開発とは、企業が新しいデザイン・機能・技術等を盛り込んだ製品を発売するための準備作
業であり、外部の部品企業を含む組織連帯作業という認識を示している。企業が保有する資源の優
位性を新たな競争優位に繋げるには、転換・適合した事業戦略と資源構築が連動し、戦略的新製品
開発マネジメントとしてアプローチすべきだが、このような新製品開発は簡単な事ではない。 
本稿は、以上の問題意識を踏まえ、日系電子部品企業の新製品開発を通じた競争優位構築のメカ
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ニズムを明らかにする為に、2 つのリサーチクエスチョン(以下、RQ)を設定する。 
 
RQ1 : エレクトロニクス産業で競争優位性を持続する電子部品企業は、戦略と密接にリンク 
した新製品開発(戦略的新製品開発)を実現してきたと考えられるが、その要因は何で、 
どのように実現できたのか？ 
 
ところで、エレクトロニクス産業における、近年の大きな変化は、擦り合わせ型製品からモジュ
ラー型製品の表出と関係が深く、エレクトロニクス産業で競争優位性を維持している部品メーカー
は、この点で優れていると考えられる。そこで、次の RQを設定する。 
 
RQ2 : 激しい環境変化を乗り越え、戦略的新製品開発を実現して持続的競争優位性を保つ部品 
メーカーは“インテグラル 対 モジュラー”の問題に対し、戦略との関連で適切に対処 
していると考えるが、それはどのように実現できたのか？ 
 
本稿の構成は、以下の通りである。Ⅱで、RQに対する示唆を与えてくれそうな既存研究を確認し、
Ⅲでは分析手法、対象企業を定め、本研究における分析アプローチを示す。そして、Ⅳで日系電子
部品企業の事例分析を通じ、競争優位を構築した要因とその結果に対する因果関係を考察する。Ⅴ
で、新製品開発論の検証可能性を高める仮説的命題を導出し、Ⅵで本稿の総括を行う。 
 
Ⅱ.先行研究 
 
1. 電子部品企業の新製品開発 
 
十川(1997)は、新製品開発における技術と市場ニーズのダブル･リンキングの重要性を指摘し、独
創的思考をベースとした組織ルーティン(製品創造プロセス)と形式的思考を順守し、それを具現化
するプロセスの両立は難しいと主張する。この指摘を踏まえると、組織ルーティンは効率性を向上
させる要素を持ちながら、組織変革の抵抗要因とする見方もできる。千葉(2004)は、村田製作所の
組織能力と製品アーキテクチャー4)の関係をポジションマトリクスによって説明し、材料開発力・
製造技術力・生産技術力など社内での擦り合わせを行う統合型組織力に着目し、長期的特定技術へ
の集中によって競争優位を得ている点を説明している。しかし、いわゆる、ポジションニングによ
る競争優位は、顧客に標準品として選択される過程を説明するには不向きであり、創発的戦略が如
何に組織に浸透し影響を及ぼしたか、検証を加える必要がある。伊藤(2011)は、完成品メーカーと
サプライヤーの企業間関係のあり方と企業成果に着目した研究が、1980 年代半ばから増加してい
ると指摘している。例えば、自動車メーカーとサプライヤーの長期的で協調的な系列関係の研究で
は、製品開発における問題解決やタスク間調整を共同で行うと、製品開発に要する期間(リードタ
イム)が短縮し、自動車メーカーとサプライヤーの両者に利益をもたらすと主張している。一方で、
延岡(1996b)は、顧客範囲の経済性という概念を導入し、特定の顧客に依存するのではなく顧客ネ
ットワークの形態と企業成果の関係を分析している。実証では、サプライヤーが広範囲の顧客ネッ
トワークを持つ事は、新製品開発に通じる技術知識やノウハウの習得に寄与し、知識移転や組織学
習に効果をもたらすと主張している。 
 
2. 製品アーキテクチャー論と戦略の連動性 
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アーキテクチャー論では、「擦り合わせ（インテグラル）型」と、「組み合わせ（モジュラー）型」
を 2 つの基本製品理念と考え、製品設計などで統合力が偏在する日本は、擦り合わせ寄りの製品
で競争優位を得る傾向があるとしている(藤本、2001、2004)。又、産業競争力を考える上で重要
なもう 1つの概念は、「組織能力」である。組織能力は、個々の企業がもつ組織全体の能力であっ
て、他社は簡単に真似できず、市場で容易に買う事もできないので、一時的でも持続的な競争優
位の源泉になりやすい。分業特化に進む企業資源の構築過程についてトヨタの生産システム進化
を例にとり、特定の人間が意図的に設計したものではなく、意図的なものや偶然の結果も含め組
織の多経路的な創発プロセスの中で形成されると指摘している(藤本、2001)。つまり、組織能力
は、強化されていくプロセスも産業によって異なり、市場の成長速度や変化の時期によって変遷
するのである。 
伊藤(2004)は、デジタルカメラ産業の研究を通じ、元来、日本企業が得意とするモノ造り・擦り
合わせ能力を更に強化し、モジュール化とバランス良く融合させていくことが持続的競争優位性
を構築する必須条件であると主張している。デジタルカメラに使用されるモジュールは極めて画
一的で、参入企業は類似のプラットフォームを形成しながら競争している為、コモディティ化が
起こりやすい。これを打破するためには、自社技術をブラックボックス化し製品のアーキテクチ
ャーを構成し直す必要がある。つまり、製品のアーキテクチャーが変更・転換されずに技術をブ
ラックボックス化しても脱コモディティ化は達成できないという指摘である。中川(2008)は、ア
ーキテクチャーと組織が有する「知識」の適合関係という視点から、企業組織の分割・統合のパ
ターンに着目し、製品や工程などのアーキテクチャーと、どのような相互作用を持つかという問
いについて探索的な実証研究を試みている。この中で、インテグラル型 5)と組織内の調整能力につ
いて適合関係を証明したが、モジュール型の事業構造を有する企業にはどのような能力が必要か、
という点について十分に触れていない。その為、モジュール型製品が造られる過程を含む競争優
位構築のパターンを分析し、モジュール型を得意とする電子部品企業の分析に結びつける事がで
きそうである。 
 
3. DC 論 
 
Teece(2007)は、環境の変化を認知し、差別化システム、又は、仕組みを構築・再構成するケイパビリ
ティの有益性を指摘し、具体的構成要素として、感知力（Sensing）・活用力（Seizing）・再構築力
(Re-Configulation)を挙げている。感知力とは、環境における機会や脅威を感知・形成する能力であり、
活用力とは新しい製品・プロセスやサービスを打ち出し機会を捉えて活用する能力であり、再構築とは
企業の有形・無形資産を向上させ、結合し、保護し、必要な時に再構築する能力である。つまり、組織
は内部のケイパビリティを外部環境に如何に適応させるかが重要である。DCと企業の競争優位性を
関係付ける要素は経営プロセスであり、すなわち、同プロセスは特殊な資産(ポジション)と共進化
における経路(パス)によって形成される。しかしながら、DCが有効に機能するのは急激に変化して
いる環境の下であるのに対し、Eisenhardt & Martin(2000)は、市場のダイナミズムの性質によっ
て DC の有効なパターンは変化すると反論している。 
彼女らの見解によれば「DC は、資源を使って市場の変化に合わせたり、変化をつくり出したりす
る企業のプロセス、または市場が生成し競争が生まれ、成長・死滅するのに対応して、企業が新し
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い資源構成を実現するための組織的で戦略的なルーティンである」としている。DC の源泉として、
組織的なルーティン構築論を展開する Zollo & Winter(2002)は、組織学習に注目をしている。彼ら
の定義は、「組織が体系的に業務ルーティンを創造し、修正する、集合的な学習活動の安定的パタ
ーン」である。組織に学習経験が蓄積し、知識資源が組織間で共進化することで、学習と探査のバ
ランスを図り、ルーティンを市場環境に適応させる。人材育成プログラムなど、個々の知識ベース
開発や知的資産を含む知識の共有・蓄積検索を可能とするデータベース開発などは、このレベルを
活性化する手段として位置づけられている。河合(2012)は、資源創出、もしくは、再構築(拡大・
修正等)する組織能力を DRC(Dynamic Resource Capability、以下 DRC)とし、資源は技術知識・生
産システム・ビジネスモデルを含む広義のものとしている。DRC は継続的に変化を続ける特定の資
源の組み合わせのみならず、時間の推移を伴う環境変化やスピードに応じて存続できる秩序であり、
変化対応の為に資源を様々な方法で累積的に育成・修正する組織活動である。又、戦略創出、もし
くは戦略を転換する能力を DSC(Dynamic Strategy Capability、以下 DSC)とし、戦略と資源は相互
排他的なものに捉えられていた既存の DC論を拡張し、「戦略を創出もしくは転換し、且つ、それと
連動して資源を組み替え・再構築する(拡大・修正等)組織(企業)能力」を DSC と定義している。つ
まり、既存理論が DC と考えた「資源転換能力（DRC）」に加え、「戦略転換能力(DSC）」を加えたも
のを「DC = DSC + DRC」と、戦略の変化を含めた枠組みとして定義している。 
 
Ⅲ. 分析手法 
 
1. 定性的実証研究 
 
Yin(1984)は、ケーススタディによる理論構築の強みは、個別状況におけるダイナミクス・動力源
を理解する為のリサーチ戦略として、データ収集前に理論的枠組みを作り、理論を拡張するプロセ
スの中で検証を繰り返し、仮説の妥当性を高める点だとしている。又、証拠タイプとしては、文章、
外部資料記録、インタビュー、直接観察、参与観察、物理的人工物の6つがあり、その収集方法や
データの利用方法に関し、2つ以上の源泉から同じ事実、あるいは現象を立証する三角測量的な原
則を提示している。Eisenhardt(1989)は、複数のケースを用いた一般化可能性や検証可能性を高め
るケーススタディのアプローチを明示し、それぞれのケースは、理論的なサンプリングに従って選
ばれる実験であり、ケースを追加することは実証・実験の質を高めるという見方である。本研究で
は産業組織論のSCPパラダイムの議論に倣い、単一ケースが置かれた状況を深く捉え、人がどのよ
うに動き、考えたのかという理解の枠組みにつながる特有なコンテクストを重視し、事例分析対象
を単一企業としている。そして、対象企業における事業部の、特に競争優位につながる戦略を検討
する立場にいる主要部署(経営企画、電子部品営業、製造工程管理)の部次長級の社員4名の方に、
公開されている報告書や文献の意味や見解を確認する目的でインタビューを実施した。これにより
得られた情報から、原因と結果の相関関係を筆者自身が考察し、新製品開発の理論的枠組みにつな
がる論理を解釈モデルとして提示している。 
2. 対象企業 
 
顧客ニーズなど変化の速い環境における、ものづくり企業の変化対応を見ると、競合他社や市場
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動向を探索し、その中で自社保有資源を有効に活用する方向で差別化を図る。Linda Gorchels(2006)
によると、製品開発の工程で組織の分化と統合は、環境変化に対応する認識を持った時点で行われ
る事が多い。それにより、開発期間の短縮と製品競争力向上を目指すのである。組織の分化によっ
て技術専門性を高め、製品全体の最適化の為に、組織は更なる統合化へ進む。こうした過程を藤本・
クラーク(1993)は、開発した技術を製品展開しプロジェクト期間を短縮する場合、設計など開発工
程の上流段階で部品企業を絞り、相互依存性を高め協業する点を挙げている。しかし同時に、上流
になるほど製品情報、つまり、どのような製品になるのかは曖昧であるが、この時点で部品企業の
技術者を当該内部のエンジニアのように統合マネジメントする効果を挙げている。 
例えば、Weick(1979)は集団組織の発展モデルにおいて、①組織間や構成する個々人が互いのコミ
ュニケーションを通じ組織学習などの集合行動となって手段が一致し、②行動が習慣化し連結する
ことで新たな能力(スキル)を得る等の共通目的が生まれ、③共通の目的を前提とした多様な手段が
発展し、④手段が多様化することで、個々人は様々な目的化に目覚めそれを追求する、という組織
生成の四段階モデルを示している。組織の生成・発展において、学習成果に関する先行研究によれ
ば、「組織が変革の必要性を見出し、より一層の成功をもたらすと信ずる変革に着手しうる能力を
取得し、発展させること」であり(Duncan,1979）、あるいは、「組織がよりよい知識の取得と理解に
よって行動を改善すること」(Fiol,1985)と定義され、企業戦略との関係について触れた形跡が見
受けられない。 
近年、セットメーカーの組織学習や研究開発は、急速なビジネス環境にあるスマートフォン市場
で組織の知識集積や顧客情報を効果的に製品転換しているとは言い難い。日々の技術進化が驚異的
なスピードで発達し、新興国など非技術立国でも部品のモジュール化によって量産可能な設備を備
えるだけで類似した製品を製造できる現象から、一定の機能しか持たない部品構成による製品では
確実にキャッチアップが起きる。そのような中でも、高いマーケットシェアを保つ電子部品企業は、
事業領域を拡げ、戦略を柔軟に転換し、短期間で新しい部品を開発する。それに合わせ、資源を更
新する状況を自発的に創出している。例えば、電子部品が搭載される製品範囲に適用事業の拡張現
象が起きている。これは、電装化が進む自動車に採用される車載部品、介護用ロボットや施術難易
度の高い医療行為に使われる設備などである。したがって、電子部品企業が従前の産業から適応可
能とされる産業の裾野を広げる為の戦略転換、そしてそれによるリソース再構築によって電子部品
技術が拡張され、ビジネス機会を自発的に創造する企業は、環境適応する組織能力を有した事例と
して扱う事が可能と判断する。又、これまでこうした分析が行われた形跡のない萌芽的研究である
点と、各種の先行研究との差別化を踏まえ、対象企業選定の条件を以下にあてはめる。 
 
第 1に、急速なビジネス環境にあるモバイル市場に電子部品を供給し高いシェアを保っている事 
第 2に、電子部品の技術開発(研究活動)と設備投資が、利益(営業)創出に高く結びついている事 
第 3に、現場視点で外部環境の経時的変化に対応し、モバイルビジネスにおける技術開発を組織 
第 3に、学習した経験を基盤に、新しいビジネス領域へ転換・活用している事 
 
3. 分析アプローチ 
 
藤井(2012)は、日本企業 40社の新製品開発の成功要因に関する研究では、開発プロセス、製品戦
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略、機能間統合、権限移譲、動機付けが中心議題となり、迅速な新製品開発の為に異なる部門間の
調整を担う人材としてプロジェクトマネージャーの役割・存在を確認する事が研究の中心となる点
を挙げている。本稿では、こうした要素に加え、企業間のアライアンスや取引依存性、戦略的意思
決定といった特定の戦略的・組織的プロセス構成が、顧客を含む市場の変化にどのように対応した
のかを中心に分析する。又、新製品開発における既存研究の多くは、資源ベースの変化（DRC）を
対象とする傾向があり、戦略面(DSC)の変化や拡張にはあまり触れていない。したがって、本稿の
分析は、電子部品企業の競争優位を構築するメカニズムが、環境変化に対応する経営資源をどのよ
うに活用し、その為に事業戦略をどう構築・転換したかという点を中心にしている。ここでの研究
対象企業としては、村田製作所を選定し各 RQに対する分析を試みる。 
 
 
 
 
 
Ⅳ. 事例研究 
 
1. DRC(Dynamic Resource Capability) 
 
村田製作所の強みは、陶器製品を製造する町工場として創業し、発展の礎はチタン酸バリウムと
いう陶器製造に用いられるセラミック材料の開発にある。陶器に使用する材料の化学的組成を研究
し、電子部品基盤の材料として製品化した事がエレクトロニクス市場への進出契機となっている。
高い誘電体を有するセラミック材料をベースに、主要部品である積層セラミックコンデンサー(以
下、MLCC)を生産し、通信機器 Filter、Bluetooth Module などの部品群が世界シェアトップを得て
いる。 
 
 
 
 
< 図 1 : 本研究における分析の枠組み> 
(筆者作成) 
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主要電子部品(‘14年 W/Wシェア) 機能 適用用途(対セット製品) 
MLCC (32%), SAW フィルター(28%) 
雑音抑制、回路安定 
周波数 信号区分 
スマートフォン、洗濯機、冷蔵庫 
デジタルカメラ、タブレット 
医療機器 MEMS ( 25～30% ) 動作・位置検知 ペースメーカー 等(医療機器) 
通信機器 Filter ( 27～30%) 急速・安定通信 LTE、通信基地局 
Bluetooth Module ( 25～27% ) 
Front End Module( 20～22% ) 
機能集積化 
自動車(車載)、スマートフォン 
洗濯機、冷蔵庫、NOTE PC 
  
 
村田製作所の競争優位は、以下の 3 つのケイパビリティによって、セットメーカーニーズや消費
者需要動向などの外部環境変化に対応する DRCを創造している。 
 
1) 環境変化対応に資源を活用するプロセス 
 
① 電子部品基板に付くセラミックスは、耐熱性・硬度・高温強度に優れた特性を持ち、一方で金
属に比べ破壊耐性が格段に低く、脆いという欠点がある。そこで、欠点を補う為に原料の段階
から繊維や粒子などを組み合わせて複合化し、強度・靭性を向上させる。材料を特徴とした電
子部品は、電気を保存する誘電体、電気信号を振動に変える圧電体、磁気を取り込む磁性体、
回路を整理する半導体といった機能に分けられ、生活家電品や携帯電話・産業・医療ロボット
など、幅広い分野の製品に使われる。優れた特徴を備えた部品を市場に出すには、誘電体だけ
でなく外部電極やメッキなど部品に関わる全ての材料と、それに関連するプロセス技術など広
範囲にわたる技術を開発し、「小型化」と「大容量化」を迅速に両立する事である。これに対
応する為、薄膜状の誘電体と金属電極を積層した構造を開発し、誘電体材料の微粒子化を進め
ることによって、誘電体自体を薄くする。これにより電極間の距離を縮め小型化を図る。また、
誘電体材料が薄くなった分、積層数を増やし容量を増やす等の大容量化を同時に実現する。MLCC
の基本的な製造工程は、どのメーカーも大きな違いはないが、材料の調合を自社で手掛け、製
造設備を自社開発する資産特殊性は、研究開発の試行錯誤と成果が部品設計の段階で早く反映
されやすく、製品差別化を実現する上で有効である。 
 
② 経営プロセスは、コンカレント・エンジニアリング 6)が特徴である。結晶構造の制御、機能に
適した形状への成形、セラミックの電気的特性を引き出す焼成、品質を試験するノウハウなど、
前後工程がリンクしている為、不良品の発生や新しい機能を電子部品に付加する際、それぞれ
前後の工程に関わる組織が同時並行で密接に連携し、効率的な方策を擦り合わせ対応する。基
本的なアイデアができあがろうとしている時に、詳細設計・機能解析・調達計画・生産準備な
ど次の段階へ予備的な情報を流す事をルール化し(フライング設計)、部門における必要な準備
を事前に開始できるよう、現場所属の社員間での価値コンフリクトを回避する意味で説得行為
を用いるアプローチも存在する。こうした点は、他社が同じ性質をベースとした部品を、適宜
迅速に造ることが難しい根本的理由となり、技術の差別化につながる。近年は、電子機器周辺
 
* 引用 : 富士キメラ総研、矢野経済研究所‘13 年末 W/W シェア情報 
< 図2 : 主要電子部品 機能/用途 > 
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部の部品製造力のある企業とのアライアンスや、M&A を行うなど生産領域を広め、外部企業か
らも積極的に部品や機能を買う。部門間の相互作用・組織学習の効果として、部品開発の優先
順位を共有し、モジュール化の範囲を共有する仕組みが存在する。 
 
③ 生産品目と原料や加工などの行程をそれぞれ組み合わせ細分化し独立採算の事業体としてマト
リクス Unitを活用している。製品別・工程別の複雑な製造工程を細分化し、管理単位毎に（原
価部門，課，部門，会社，品種，事業部など）独立採算の収益管理を行う方式である。顧客の
生産・開発情報に関する膨大なデータを集め、これを元に 5 年先のロードマップ（行程表）に
落とし込む。そして、工程数が増加してプロセスが複雑になった場合、製品別・工程別の管理
単位を組み換え、どの工程が何をしているか、どのような事に取り組んでいるのか俯瞰できる
状態にする。製品別の利益率や低下兆候が表れると、「どの工程に、どのような問題が、何故
あるのか」を把握する。マトリクス Unit には、収益管理だけでなく新たな能力を生みだす別
の効果をもたらしている。これは、Unit を管理する社員が権限委譲によって責任体系が明確
になり、これを浸透・遵守すべく生産需要等の環境変化兆候に対して迅速に対応する心理が働
く。社員の即興的行動として、チーム内外における関連部門を相互支援すべくインタラクティ
ブを重視する姿勢が備わるのである。結局、原因を把握し具体的な改善案が出せるのは、複雑
な製造工程を明確に細分化できる生産プロセスと、どの工程 Speed が遅いのか、Unit の問題
を如何に解決すべきかを、全体で共有し考える評価システムが機能している為である。 
 
 
 
2) リファレンスデザイン 
 
近年、携帯電話の端末メーカーはフィンランドのノキアが主力だったが、現在の市場シェアを獲
得している企業は、アップルとサムスン電子のいわゆる 2強であり、それに追随するのがファーウ
ェイやシャオミなど中国勢である。MLCC や各種 Module 部品は、これらの端末メーカーが標準採用
している為、顧客間のシェア変動によって受ける影響は微細であり、収益も左右されにくい。その
理由として挙げるのが、「リファレンスデザイン 7）」（参照設計）である。セットメーカーが高機能
部品を搭載した製品を自社で一から設計するには、部品間で影響する機能を調整するなど高い技術
力と時間が要される。リファレンスデザインは、高度化した技術を集約した部品をモジュール化・
< 図3 : 環境変化対応に資源を活用するプロセス  > 
(筆者作成) 
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チップ化し、それによってセットメーカーが予め村田製作所の部品を採用する前提でセット製品の
設計開発を行うプロセスを指し、製品市場投入までの時間を大幅に短縮する。新興国で端末を製造
する現地メーカーは、リファレンスデザインとして提示された部品をそのまま使う傾向が強く、村
田製作所は自社開発品を複雑な調整を最小限に留め量産化による部品生産コスト低減を実現し、稼
働率を維持する事ができる。セットメーカーが市場に新製品を迅速に送り出すには、高機能部品の
選定や設計の工程を短縮する必要があり、そうした事情に対応できる電子部品をリファレンスとし
て採用し、それに沿った製品仕様に設計の段階から合わせる事になる。結果的に、部品を提供する
側が主導権を握る構図となり、セットメーカーと持続的に取引を行えるのである。この場合、リフ
ァレンスデザインに開発機能を集中させ、現場の迅速な判断によって数百のリファレンスパターン
を広げ、スマートフォン以外の製品分野でも電装化が進む自動車メーカーへ部品搭載を働きかける。
特に、品質基準が厳格で採用の厳しい自動車メーカーと取引がある点は、品質や性能に対する信頼
性を高めている。スマートフォンに向けた部品チップセット 8)の販売や特許ライセンス収入で獲得
した利益を研究開発に充て、そこで得た研究情報を基に新しい特許の取得や技術を応用した部品の
新機能開発に注ぐパターンである。高機能を集積したスマートフォンは、複雑な機能をモジュール
化した部品を迅速に供給する事で、高性能製品を目指すセットメーカーはそれを活用する傾向があ
る。一方で、チップセットと他の部品機能を統合・調整する等の技術力が高くない中小メーカーに
は、リファレンスデザインに沿った廉価な量産品を提供することが多く、相乗効果をもたらしてい
る。 
 
3)組織学習効果 
 
Brooks(1975)は、ソフトウェア開発やプロジェクト管理にはコミュニケーションコストが発生し、
なぜそれが難しく改善しないかを、『ソフトウェア開発の神話』の中で説明している。それは、ソ
フトウェアは意外なほど開発自由度が高く、画一的な開発プロセスが存在しない為である。つまり、
自由過ぎる事が逆に不自由さを誘発している現象として、新たに投入された開発者とのチーム内で
意思疎通に時間がかかり、生産性向上を妨げている点を挙げ、これをコミュニケーションコスト増
大の理由としている。Hippel(1994)も同様に、組織間の問題解決活動には情報移転の難しさ、いわ
ゆる情報の粘着性が生じるが、情報の受け手と送り手の属性を適切に見極めても、情報の移転には
時間と費用がかかると指摘している。人材の適切な配置や育成が生産性向上に向けて果たす役割は
大きく、組織間のコミュニケーションや協業を必要とする、すり合わせ式の協業業務の場合、研究
開発で創出したアイデアや市場に関する大量の情報を迅速に処理・伝送する必要がある。 
村田製作所では、コミュニケーションコスト抑制に繋がる制度・行動規範がある。それは、設計(コ
ンセプト) →購買・原材料準備→部品生産→分析評価→製品化に至る過程で、前後部署に属する社
員を定期的に配置転換し、部門枠を越えた交流を実践し、情報伝達の促進に結び付ける事である。
互いの部門で保有する慣習や業務プロセスを、製品開発プロセスの方向性浸透に位置づけ、組織間
で一貫性のあるインクリメンタル(持続的)なパターンを作る。必要となる情報と解決能力が結合さ
れると、製品化に至る解決課題は部署単体の問題として扱わず、互いの工程間ですり合わせ、知識
共有可能な体制を作る。例えば、コモディティ化のような市場環境によって表出する急速な価格下
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落に対し、市場への供給量を調整するなど事前対応が難しい場合でも、それぞれの工程に対し複雑
な調整を要する資産特殊性の高い設備によって、生産速度のコントロールを秒単位で行う等である。
自社で製造した装置にこうしたノウハウを反映し、外部環境変化への対応力を高めるが、このよう
な対応は外部から購入した設備では実質的に不可能であり、「すり合わせ業務」によって「モジュ
ール部品」を製造するフローを実現している。尚、村田製作所の DRCを要約すると次の通りとなる。 
 
区 分 現象・特徴 効果・意味 
1.組織プロセス 
(パターン) 
- 設備 → 原材料 → 部品 一貫製造 
-フライング設計(開発・生産・購買) 
- マトリックス Unit管理 
・差別化材料の応用(転換)と大量生産 
・部門間 Net Work 最大活用 
・損益管理徹底、明確な社員責任体制 
2.経路・パス 
(選択肢・依存度) 
- 部品周辺 技術保有企業の M&A・協業 
- レファレンスデザイン（ブランド化） 
・コア技術を応用した「にじみ出し」 
・取引関係の増加・強固な協調体制 
3.ポジション 
(資産・制度) 
- 事業部門⇔技術人材相互交換 
- 部品製造設備 内製化 
・知識(技術や生産)の相互作用 
・顧客ニーズへの迅速・柔軟な変化対応 
 
 
 
2. DSC(Dynamic Strategy Capability) 
 
1) 電子部品のネットワーク効果 
 
電子部品は技術進化によって製品搭載機会が増す部品と、機能特性が実質的に淘汰される部品に
大別され、いずれの部品も複数の機能が統合される方向にある。形状や見た目が同じでも、全く別
の機能を有する革新部品が開発されると、セットメーカーは製品ロードマップを修正し、今後どの
ような機能を持った部品がどれだけ必要になるか、製品開発計画を変更する。同時に、消費動向に
基づく需要変動が激しく、通常はフォーキャスト(前倒しで受けた受注)をベースに、販売計画を立
てている為、製品化・事業化に要する時間をできるだけ短縮する傾向がある。したがって、研究開
発から事業化・実用化に時間がかかるビジネスは内部での構築・対応を避け、部品メーカーなど外
部から必要な機能を購入する。このような現象が起きやすい環境では、電子部品企業がセットメー
カーの需要に対し、いつどのようなタイミングでどれだけの部品供給量が必要になるか、より正確
性の高い予測行動が求められる。 
消費者や顧客が物・サービスを利用するにつれて、その物やサービスの価値が増す場合、一般的
に正のネットワーク効果が認められる。セットメーカーに選ばれる電子部品は、競合他社との比較
優位によって供給側のネットワーク効果を確立させ、規模の経済を裏付ける部品単体の競争優位を
発揮する。村田製作所は、この点でセットメーカー側が続けて自社部品を選択する環境に安住せず、
既存部品のビジネスでは低コストを維持しながら、保有する技術からそれを部分的に応用できる他
の周辺部品に開発機能を広げる。例えば、MEMS9)は、動作検知をする小型、且つ、低消費電力のセ
ンサーであるが、高い精度を必要とする医療現場において、患者や受診者の関節や筋肉など生体構
< 図4 : 村田製作所におけるDRCの要約 > 
(筆者作成) 
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造に合わせ医療機器の振動を抑制するなど、デジタル家電分野以外でも自社の核心技術が活きてい
る。これは、活用資源の自発的な転換であり、差別化戦略のパターン化につながる。新製品市場化
のタイミングでは、システム管理したマトリックス Unit によって、前後の生産工程が連動し、フ
ライング設計によって頻繁な生産計画の変更に現場が追随する。スマートフォンは普及当初の市場
成長率が高い傾向を予測すると、その為に高機能部品と汎用性部品に分け開発設計に着手する。し
かし、不確実性の高いセット製品の需要変動に対し、生産戦略の転換によって作り込むモジュール
（複合）化のプロセスを国内と海外に区分し、生産比率をプロジェクト統括など、現場ミドルマネ
ージャーレベルで切り替えを推進する。これが迅速な環境変化察知行動に基づく戦略の転換である。 
スマートフォンに搭載される部品構成は増加傾向にあると述べたが、部品の増加は端末製品の機
能多様化と、消費者にとっての利便性向上にも繋がる。しかし、従来機能を支えた電子回路が複雑
化し、小型化・軽量化と機能向上のどちらを優先するか、供給側は選択を迫られる場合がある。こ
のような時、先ずは自動車産業の車載部品や他産業設備など、高機能部品が適用できる領域を模索
し、顧客接点を拡げる。一方で、既存の MLCC をはじめとする電子部品事業は、新規参入による価
格競争や代替技術の登場などにより市場から強い価格低下圧力にさらされるが、薄型部品を強化し、
技術応用と用途の提案を推進する。このような 2 つの潮流から、メガネ型ウェアラブル機器など、
小型精密製品の市場導入期で求められる機能に、新しい部品として採用を試みる。限られた端末ス
ペースの中でも常に新しい機能を開拓し、顧客価値を創出する。又、2009年には、導電性高分子ア
ルミ電解コンデンサ 10)事業に参入し、2011 年にフィンランド企業、2014 年に米国企業を買収する
など、モジュール化への対応強化と、海外展開へ向け外部リソースの有効活用を進めている。 
 
 
 
 
2) インフルエンス・コスト最小化 
 
セットメーカーは、内部人員の意思決定や行動を変化させるような要因を回避し、部品採用に
関わる意思決定などインフルエンス・コストが節約できる。その為、リファレンス採用を進める事
ができる。セットメーカーが関係する製品市場が成長期である場合、電子部品の機能や品質の差別
化には、部品材料を生産する工程から CHIP 化工程(組み立て)まで一貫した生産体制で行う事が供
給側を有利に働かせる場合が多い。しかしながら、成熟期に差し掛かると部品製造の設備稼働率維
< 図5 : 村田製作所におけるDSCのパターン > 
(筆者作成) 
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持が難しくなり、過剰資産として生産に関わるプロセスや設備稼働の見直しを余儀なくされる。自
社製造する設備への投資と、セットメーカーとの持続的取引で得た情報によって、資産特殊性を高
め、応用すべき技術領域と領域拡大を含めた用途の拡張に資源を注ぐ。そして、実用化段階まで時
間のかかる基礎研究より自社資源を活用した応用研究を優先し、このようにケイパビリティを更新
している。 
 
Ⅴ. 含 意 
 
1. RQへの対応 
 
RQ1は、「競争優位性を持続する日系電子部品企業は戦略(転換)と密接にリンクした新製品開発(戦
略的新製品開発)実現の要因は何で、それをどのように実現したか」であったが、それは次のとお
りである。 
第 1の要因として、環境変化に先んじて次の事業領域を、自ら創出し拡張できる組織能力がある。
つまり、競争優位を構築する仕組みは、組織プロセスがセットメーカーへの複数供給経路、知識交
流を相互に作用する組み替え可能な DRCを保有している為である。第 2に、事業化の判断や問題を
抽出しリスクマネジメントを行い、設計上流から、製品化迄の過程でマトリックス Unit が機能し
ている点である。それによって、新たな事業領域としてビジネスモデルを自発的・継続的に創出し、
外部環境に応じた事業戦略を現場で構築し、修正する連動性がある。優れた設備をベースとした生
産工程が確実な短納期対応に寄与し、リファレンス設計によってシェアを維持する。生産規模の確
保と部品提供スピードで競合する部品メーカーとは製品化プロセスが根本的に異なるのである。 
 
 
 
RQ2 は、「“インテグラル 対 モジュラー”の問題に対し、戦略との関連で適切に対処していると考
えられるが、組織的な知識の蓄積や学習効果をどのように活用し実現したのか」というものである。
< 図6 : 多様な顧客接点の創出プロセス > 
(筆者作成) 
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これに対して、性能・機能といった基本となる技術の創発的行動が基本的なアイデアができあがろ
うとしているときに次の段階へ予備的な情報を流し必要な準備を開始できるようにするフロントロ
ーディングと、必要な情報を双方向に流しながら複数の工程を並行して進行させるパラレルアプロ
ーチが存在する。この点は、組織に学習経験が蓄積し、知識資源が組織間で共進化することで、学
習と探査のバランスを図り、ルーティンを市場環境に適応させる効果を産み出している。又、社内
の開発や設計などの部門間の擦り合わせ、アイデアを強化するフロントローディングは、製品化な
ど下流でもその存在が認識できる為、上流工程で起きやすいとされた既存研究での指摘から、新た
な可能性を示すきっかけとなるのではないかと考える。すなわち、経路依存性の制約、内部化の限
界を容易に飛び越え、新たな事業で既存組織による技術的強みが活かせるよう知識移転が起きる。
事業部と開発部隊での定期人事交換など制度を駆使した人的情報ネットワークが有効に機能を果た
しており、そうしたパターン化によってもたらされた技術が、DRCとして事業化に転換する製品設
計の前提となる戦略を打ち出し、修正を加える事で、全体で環境変化への迅速対応を可能にしてい
るのである。結局のところ、組織学習効果が蓄積し、知識情報などの組織間で資源移転がなされる
ことで、学習と探査のバランスを取り、創造性と効率性が両立する。これが、模倣困難な差別化戦
略構築を実現した要因である。 
 
2. 競争優位構築メカニズム 
 
技術はインテグラルな機能が大きく影響し、製品やサービスに普及させるデフュージョンの視点
ではセットメーカーとモジュール化推奨を目指す必要がある。こうした二律背反を、村田製作所は
これまでの先行研究で認められなかった競争優位構築のパターン化を DRCと DSCを組み合わせる事
で、戦略的新製品開発の実証可能性を示したと言える。宮下(2014)は、DCと企業進化の関連性を研
究する中で、内外の淘汰圧力に適応しながら進んでいく学習プロセスを考察し、組織が環境に適応
する上で連続した時間軸の企業史の中にある進化の過程に注目している。その点で、プロセス変化
とは、視覚的なものと、そうでないものが混在し、新しい環境に適応したのかは時間の経過によっ
て振り返る必要があり、その意味で渦中の時は明確ではないとしている。結局、“環境対応を考え
る上で考慮すべき要因が、時間が経過しても変化しない”のは、スタティックな環境であり、環境
変化への対応を考える上で要因が何かを特定しないまま曖昧な定義を含んでいる。“対応方法”を
より具体的に“戦略”と特定した場合、産業構造を考える上で、企業間の競合関係を考える必要が
あり、ダイナミックな環境では企業資源の組み替えによって新製品を生み出すという意味での価値
創造はある程度は説明できるが、その為の競争戦略が適切かどうかを判断し監督するような機能を
現場ベースで構築できる事が適切であろう。 
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上田(2006)は、Abernathyと Utterbackによる半導体産業の生産性と革新の関係性を明らかにする
為、そこで見られる発展過程を歴史的・経緯的に考察している。そして、半導体企業が生産性を向
上しようとするならば、革新能力は消失するという結論を導き出した。生産性と革新を同時に達成
する困難さから生じる「ジレンマ」を、ダイナミックな環境変化の中で社内外の能力を統合・調整
し、組み替えることで克服し、競争優位を構築するメカニズムが、組織のケイパビリティを持続的
に創出し強化する能力そのものと言える。寺倉(2009)は、開発設計力が品質に大きく影響するとし、
既存製品と革新製品では“設計戦略”が異なる点を前提としている。つまり、技術レベルが向上し
製品が最適化する事は、設計など上流段階で起きやすいという事であるが、村田製作所ではこの点
で、競争優位構築メカニズムが異なる。それは、セットメーカーが要求するニーズに対応する為に、
まずは汎用性を含む部品技術の開発を先行させながら、外部環境の変化兆候を察知し、素早く事業
戦略の転換を図り、経営プロセス・資産ポジション・経路と全工程で融合させ革新製品を創造する
事である。企業のケイパビリティが発揮される側面の中で、視覚的にも最も理解しやすいのが、企
業の製品やサービス体系の中枢または基幹となる製品・サービスの質や価値内容である。すなわち、
企業のコア・プロダクトとそれを軸とする製品やサービスのラインナップ、体系化・定型化された
技術、及び、それらにまつわるサービス、マーケティング、製品イメージなども含まれる。これは、
企業のビジネスモデルを規定する要素でもある。したがって、このレベルのケイパビリティとして
は、より無形の事業特有の戦略構造や、それが反映された情報システムなどの構造物も含まれる。
そして、この製品に顕在化するケイパビリティは、知識変換のケイパビリティに支えられている。
組織が製品コンセプトなどの新たな知識を創造し、あるいは外部から得た知識、情報を操作・調整
する能力は、このレベルに属する。中でも重要なのは、基礎的な学習能力、さらにそれを超えた知
識の創造能力や継続するスキルであり、ビジネスシステムを変革する能力は、破壊的イノベーショ
ンを実現する為の競争基盤である。以上の発見事実から、日系電子部品企業の新製品開発を通じた
競争優位構築メカニズムにおける 2つの仮説的命題が導出された。 
ビジネスモデル ケイパビリティ 資 源 競争優位 
材料・原料活用 
製造における 
特殊な資産 
 
社内外の 
経路パス多様性 
制度 
ポジション 
新技術の開発 
組織間調整力 
コア技術 強化 
(技術応用→高差別化) 
コア技術 多角化 
(用途拡大→産業転換) 
DRC+DSC 
持続的新製品開発 
電子部品シェア獲得 
< 図7 : 競争優位 構築メカニズム > 
レファレンス設計 
（ロックイン） 
 
製品設計力 
 
知識移転・共有 
リスク管理体制 
 
DRC DSC 
(筆者作成) 
パフォーマンス 
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[仮説的命題] (1) エレクトロニクス産業で競争優位性を持続する電子部品企業は、環境変化に応
じ、「すり合わせ業務」によって「モジュール型部品」を製造するプロセスを実践している。(2)
それを継続する為には、事業戦略を構築・修正・結合する組織の動態力によって内外の資源を活
用し、顧客を自発的に拡張するビジネスモデルを創出する組織能力が重要である。これらを克服
する事が、より激しい環境変化を乗り越える競争優位の源泉となる。 
 
Ⅵ. 本研究の総括と課題 
 
Williamson(1983)は企業が取引の効率化・合理化に走る場合、一方において取引に関連している
人間の意思決定の特徴を変え、他方においては市場の客観的な見方を変えると論じた。こうした点
は市場での競争優位を獲得する基盤を築くにはどうすれば良いのかという本研究の問題意識に繋が
っており、ものづくり企業の変革必要性を問う上で重要な示唆に富む。例えば、インターフェース
が標準化されると、生産工程間で分業が進むのはパソコンや薄型テレビに限った話ではない。現在、
太陽電池などいわゆる環境系先端技術の世界でも、シリコン材料からセルやモジュールの生産まで
を手掛けるとリソースが分散し多額の投資が必要になることから、分業に特化した企業が増加する
予測が立つからである。 
変化が非常に速い環境や破壊的イノベーションが生起する環境に、効果的に対処できる組織能力
を構築することは、決して不可能ではなくそれが競争優位の持続可能性を高めることがある程度わ
かる。その意味で、企業間関係では、組織の進化と同時に、分裂と増幅が意味する価値、すなわち、
この組織がどれだけ企業の成長に貢献しうるかが重要となる。又は、組織個々の成長が実現しなく
ても、企業の潜在的な可能性をいかに増大させることができるのか、そのための戦略が重要である。 
本稿では、企業が固有に持つ経営資源よりも、競争優位を達成する能力そのものが競争優位の根
源に近い立場として説明している。つまり、企業内外に不均質に存在する経営資源やそれを活用し、
再構築する経路、これを競争優位に転換する組織能力に戦略的価値がある。 
元来の技術力を活かし、他社から模倣されにくく、現在のような持続的競争優位が達成されるも
のづくり企業の競争優位メカニズムを解明することが、今後も研究テーマの中心となるが、組織能
力を基盤とした競争戦略論において、他業界や複数の産業ケースを踏まえ、更なる説得力をもって
分析を継続し、研究プログラムとして体系化していく為の包括的研究が今後の課題である。 
 
[注釈] 
 
1) ここでのセットメーカーとは、最終製品の開発・販売を行う企業で消費者へ物を販売する組立製造業者 
(もともとは複数のサプライヤーから納入された部品や部材を組み立てるという意味が強かったが 
ヒューレットパッカードのように現在では最終組立をアウトソーシングするケースも見受けられる) 
2) 複雑で巨大なシステムやプロセスを設計・構成・管理するとき、全体を機能的なまとまりのある要素 
分割すること。一つの複雑なシステムまたはプロセスを一定の連結ルールに基づいて、独立に設計され 
うる半自律的なサブシステムに分解すること(青木・安藤、鶴 他, 2002) 
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3) 元来、コンピュータと周辺機器の接続部分(接触面、中間面などといった意味)を表すが人間と機械 
あるいは機械間の複雑な操作をする手順・規則 
4) 製品を、機能的・構造的な設計要素へと分割し、構成要素間の関係性を形式的に捉える考え方 
(Ulrich,1995) 
5) 部分(部品)毎のパフォーマンスを事後的にコーディネートし、全体のパフォーマンスを最適化する思想 
(青木・安藤、鶴 他, 2002) 
6) 商品企画・製品設計・製造方法・営業戦略などについて,部門の壁を越え情報をタイミングよく共有・ 
共用し、同時・並行的に検討を進める新商品開発方法(宮村鐵夫(1999): 日本品質管理学会第 29回年次 
大会研究発表要旨集 P37より) 
7 ) 部品メーカーがセットなど応用製品メーカーに提供する製品設計図。それを参照しながら製品を設計す 
る事で、設計する技術力がなくとも、製品量産が可能になる。 
8) パソコンのマザーボードに必要な各種機能を 1つ、又は、複数のチップ（LSI）にまとめたもの。主に CPU 
9) メモリー、各種ポート類、ATAインターフェースなどの機能が統合されている。 
9) Micro Electro Mechanical Systemsの略、性能が異なる部品や回路を一つの基板上に集積したデバイス 
10) 電気伝導性を持つ高分子化合物とアルミニウムを誘電体に用いた静電容量(電気を安定的に貯める)部品 
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